
高 大 接続改革を追う

英語４技能評価や記述式出題を検討する
大学入試のあり方に関する検討会議を設置

　2020 年１月 15 日に、大学入試のあり方に関する検

討会議（以下、検討会議）の第１回が開催された。検討

会議の趣旨と検討事項は＜図表１＞の通りである。検討
会議の委員は、大学教員らから成る有識者委員 11 名と、

国立大学協会、公立大学協会、日本私立大学連盟、日本

私立大学協会、全国高等学校長協会、PTA 連合会をは

じめとする団体代表の委員７名、オブザーバーである大

学入試センター理事長から構成されている。座長は、三

島良直 東京工業大学前学長である。

　検討会議は原則公開で行われ、議事録も原則公開され

る。月に１～２回程度実施しながら約1年かけて検討し、

2020 年中には提言が取りまとめられる予定である。そ

の理由は、＜図表２＞のように、新学習指導要領に対応
した 2025 年度入試に間に合わせるためだ。

　大学が大学入学共通テスト（以下、共通テスト）や個

別試験において課す教科・科目を変更する場合、２年程

度前には予告すること（「２年前予告ルール」）が大学入

学者選抜実施要項で定められている。新学習指導要領で

は、高校の教科・科目が変わることから、この２年前予

告ルールが適用される。２年前予告を可能にするために

は、2021年夏頃に国が各大学に制度改革について予告

する必要がある。

各委員や団体からの意見表明
見通しはまだ立たず

　第４回までの議論を概観すると、第１回は文部科学大

臣から開催の趣旨説明と、委員の顔合わせとして、各委

員から意見表明等が行われた。そこで確認・指摘された

ことは、 議論は白紙の状態から始めるのかどうか、とは

いえこれまで検討された内容はまったく踏襲しないのか、

大学入試改革によって高校教育に影響を与えることの是

非、経済的・地域格差について、共通テストに何を担わ

せるか、などである。

　第２回は、文部科学省から共通テストに関する説明の

ほか、過去の英語民間試験と記述式問題の検討経緯につ

   2020年度も「高大接続改革を追う」のコーナーでは、
高大接続改革に関するトピックスと、大学の個別選抜の
取り組みを紹介する。
　今回は、ガイドライン特別号「高大接続改革と高校教
育ー高大接続改革のトピックス」（2020年２月発行）の
記事と一部内容が重なるが、文部科学省「大学入試のあ
り方に関する検討会議」と、「大学入学者選抜における多
面的な評価の在り方に関する協力者会議」の内容を中心
にレポートする。

▶▶▶第18回
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＜図表１＞ 大学入試のあり方に関する検討会議の
　　　　　開催趣旨と検討事項

1.趣旨 
　「大学入試英語成績提供システム」及び大学入学共通
テストにおける国語・数学の記述式に係る今般の一連の
経過を踏まえ、大学入試における英語4技能の評価や記
述式出題を含めた大学入試のあり方について検討を行う。

2.検討事項
（１）英語4技能評価のあり方
（２）記述式出題のあり方
（３）経済的な状況や居住地域、障害の有無等にかかわ

らず、安心して試験を受けられる配慮
（４）その他大学入試の望ましいあり方

（文部科学省資料）
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高大接続改革を追う

いての説明と、それに対する質疑応答があった。過去の

検討経緯については、時系列に論点が整理され、英語民

間試験や記述式導入延期決定時に具体的な解決策や方策

が解決できなかった論点も記されている。また、有識者

委員として、大阪大学高等教育・入試研究開発センター

長の川嶋太津夫委員と、団体代表委員である全国高等学

校PTA連合会会長から意見発表が行われた。

　第３回は、公立の高校を代表して全国高等学校長協会

（以下、全高長）、日本私立中学高等学校連合会（以下、

私立中高連）、国立大学協会（以下、国大協）、公立大学

協会（以下、公大協）、日本私立大学連盟（以下、私大連）

の委員からの意見発表であった。

　全高長の委員からは、大学入試に英語民間試験を活用

することには課題があると指摘しその解消を求めてきた

こと、課題が解消しなかったために延期や制度見直しを

求めてきたことなど、これまでの活動について説明があ

った。さらに、私見として、英語４技能も含めて大学入

試は大学が責任を持って学生を選抜するもので、大学が

主体的に実施すべきであること、大学側が英語４技能を

ナショナルテストの共通テストで実施することが必要と

考えるなら、大学入試センターが責任を持って実施すべ

きという意見発表があった。

　私立中高連の委員は、過去の会議資料などを配布しな

がらこれまでの検討の経緯を振り返るとともに、導入が

決定され、それに向かって学習してきた生徒たちは導入

延期が決まり困惑していることと、現在の状態は中途半

端な状態になっており、新学習指導要領下で行われる大

学入試での英語民間試験、共通テストの導入についての

期待を語った。

　国大協の委員は、国大協のこれまでの対応の経緯やポ

イント、指摘していた課題を説明。さらに英語４技能は

重要との認識を示す一方で、スピーキングの評価につい

て個別試験で一律に課すことはハードルが高いこと、「大

学入学者選抜試験における記述式問題出題に関する国立

大学協会としての考え方」（2016年）で示したように、

各大学のアドミッション・ポリシーに基づき、個別試験

では科目にかかわらず記述式問題を課す方向性は変わら

ないことなどを説明した（注）。

　公大協の委員は、見送り後の英語民間試験の一般選抜

での活用状況や個別試験における記述式試験の実施状況

＜図表２＞2024年度実施の大学入試（2025年度入試）に向けたスケジュール

（注）「大学入学者選抜試験における記述式問題出題に関する国立大学協会としての考え方」（2016年）では、すべての国立大学受験生に、個別試験で高度
な記述式試験を課すことをめざすという方針が示されている。

（文部科学省資料）
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について説明があった。見送り前は78の公立大学で活

用する予定があったが、見送り後は１大学（一部の学部

で活用）に留まった。また、各公立大学で大学入学者選

抜についてさまざまな考え方があると説明された。

　私大連の委員は、大学入試センター試験（以下、セン

ター試験）と同様にアラカルト方式での利用が可能なこ

とが共通テストを利用する際の前提条件となること、セ

ンター試験を利用している大学は多いが、センター試験

による入学者は極めて少ないことが現状であり、利用方

法も多様で、一律に共通テストを利用することは難しい

と説明した。さらに、導入見送りも含め、文部科学省や

大学入試センターが大学に求めている２年前予告が守ら

れなかったことは重大な問題と指摘。英語４技能評価に

ついては、私立大学は既に個別試験で英語民間試験を活

用し、一定の成果を上げているが、活用方法は多様であ

り、共通テストの枠組みとは一致していないこと、記述

式問題の在り方については、記述式問題導入に伴う成績

提供の遅れは、多くの私立大学が共通テストを利用でき

なくなることにもつながるといった課題を指摘した。

　新型コロナウイルスの感染拡大防止のために延期され

ていた第４回の会議は、感染拡大防止のため報道関係者

のみの傍聴が認められ、一般の傍聴者にはライブ配信さ

れた。

　第４回は、日本私立大学協会（以下、私大協）の委員、

障害のある生徒の受験に関する知見のある委員、大学経

営論が専門の委員からの意見発表と、委員から質問があ

った英語民間試験と高校の学習指導要領との関係に関す

る文部科学省による説明と質疑応答が行われた。

　私大協の委員は、加盟校400校を対象に2020年１～

２月にかけて行った「共通テストの利用に関する緊急ア

ンケート」の結果を中心に意見表明を行った（339校が

回答し、回収率は84.8％）。その内容を一部紹介すると、

まず、一般入試におけるセンター試験の利用実態として、

センター試験を利用する加盟私立大学は91.2％で、その

うち64.7％はセンター試験のみで合否判定を行っている。

センター試験利用入試の入学者の割合は、10％以下が

61.1％、11 ～ 30％は32.4％となり、センター試験利

用入試による入学者のウエイトは低いという実態がわか

った。

　英語４技能評価については、一般入試において加盟私

立大学の27.4％が実施し、検討中の23.3％も含めると、

約５割の大学で実施する予定である（実施しないは

49.0％）。実施すると回答した93校では、英語民間試験

を活用する割合は77.4％で、うち合否判定に利用する

大学は67.7％に上る。このような現状を踏まえて、新

学習指導要領下で行われる2025年度入試で、共通テス

トに英語民間試験を活用する必要性について聞いたとこ

ろ、必要は19.8％、不要は77.3％となった。

　一般入試における記述式問題については、2021年度

入試で記述式問題を実施する予定の加盟私立大学は

64.9％に上る。検討中が17.1％あり、検討中まで含め

ると約8割で記述式問題の実施が意識されている。

2025年度入試における共通テストでの記述式問題の必

要性については、85.3％が不要と回答し、共通テスト

で記述式問題を出題する必要性を感じていないことが浮

き彫りとなった。共通テストで記述式問題を導入する場

合の採点者について聞いたところ、大学入試センター

91.2％、民間業者3.8％、各大学の教職員2.7％となり、

大学入試センターでの採点が望ましいと考えている現状

がわかった。

　これらの調査結果から、加盟私立大学においては、ま

ず、私立大学の大学入試は各大学の自主性・自律性に委

ねられるべき問題だとした上で、①既に多くの私立大学

で、主に英語民間試験を活用した４技能評価を行ってい

る実態から、共通テストに新たに英語民間試験を活用す

る必要性を感じていないこと、②既に一般入試で記述式

問題を出題しており、共通テストに新たに記述式問題を

出題する必要性を感じていない大学が多いこと、③経済

的な状況や居住地域、障害の有無等にかかわらず安心し

て試験を受けられるようにするために、施設設備の提供

を約半数の加盟私立大学が表明しているが、約半数でセ

ンター試験以上の負担は困難としていること、④現在の

センター試験より成績提供が遅れると、共通テストを利

用できない私立大学が増加する懸念があることなどを表

明した。

　誌面の関係から、第４回の検討会議の内容は、私大協

の委員のみとなったが、各委員の発表資料のほか、検討

会議で出された意見は、「これまでの主な意見の概要」

として公表されている。ご関心のある方はご覧いただき

たい。

大学入学者選抜における
多面的な評価の在り方に関する会議も設置

　２月21日に文部科学省に「大学入学者選抜における
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多面的な評価の在り方に関する協力者会議」（以下、協

力者会議）が設置され、３月19日に第１回が開催された。

　開催の趣旨は次のように説明されている。大学入学者

選抜において「主体性を持って多様な人々と協働して学

ぶ態度」を評価するため、筆記試験に加え、調査書や志

願者本人が記載する資料等の積極的な活用を各大学に求

めてきた。一方で、2019年12月に学校の働き方改革の

法案が成立したことを受け、教員の負担軽減の観点での

検討も必要になったこと。また、新学習指導要領下での

指導要録の見直しを踏まえ、新学習指導要領に対応した

最初の個別入試に向けた調査書の在り方等について新た

に検討することが必要となっている。そこで、大学入学

者選抜における多面的な評価に関する具体的な内容や手

法等について、高校関係者、大学関係者、有識者、保護

者関係者等からなる協力者会議を設置し、総合的な検討

を行うこととなった。

　検討期間は2020年２月から年末までとなっており、

検討会議と同様に、新学習指導要領下で行われる2025

年度入試での適用に向けた議論が行われる予定だ。

　「主体性を持って多様な人々と協働して学ぶ態度」を

評価すること（以下、主体性等評価）については、既に、

2020年度入試からJAPAN e-Portfolio（以下、JeP）を

活用した入試が始まっている。JePは、文部科学省 大

学入学者選抜改革推進委託事業（主体性等分野）（委託

期間2016年度～ 2018年度）において構築され、現在は、

一般社団法人 教育情報管理機構が運営している。

　2月21日の文部科学大臣の記者会見では、主体性等

を大学入試で評価することは高大接続改革を推進する上

でも重要であるが、JePで民間企業のID管理システム

を借用していることが課題として指摘されていること、

今後、借用解消等に向けた取り組みを教育情報管理機構

に求めるとの説明があった。

　第１回の協力者会議では、検討事項の説明と質疑応答

があり、主な検討事項（案）として＜図表３＞の内容が
示された。また、各委員の顔合わせとして意見発表が行

われた。委員から、調査書と指導要録との関係、調査書

の電子化の進め方、調査書と生徒本人記載資料、大学へ

の情報提供、他の省庁や文部科学省のほかの政策との関

係性についてなどさまざまな意見や課題が出された。

　本誌では今後も、検討会議、協力者会議の検討内容に

ついてご報告していく予定である。

＜図表３＞ 大学入学者選抜における多面的な評価の在り
方に関する協力者会議　主な検討事項例（案）

1. 大学入試者選抜における多面的な評価の内容や手
法に関する事項 

●学力の３要素である「知識・技能」「思考力・判断力・
表現力」「主体性を持って多様な人々と協働して学ぶ
態度」を把握するに当たり、一般、AO、推薦入試の
それぞれの選抜区分ごとに求められる多面的な評価の
在り方について、どのように考えるか。

●その際、特に主体性等を入試で評価することの意義に
ついて、どのように考えるか。

●高校や保護者側が期待する多面的な評価とはどのよう
なものか。

2. 調査書の在り方及び電子化手法に関する事項
●次期学習指導要領に対応した指導要録の改訂及び学校
の働き方改革による教員の負担軽減を踏まえた調査書
の内容について、どのように考えるか。

●その際、観点別学習状況の評価の観点や、調査書の
「指導上参考となる諸事項」の欄の取扱などについて、
どのように考えるか。

●「学習成績の状況」（旧「評定平均値」）の記載につい
て、どのように考えるか。

●調査書の電子化として、どこまでの仕組を求めるか。
●その際、調査書データの集積や管理、個人情報保護の
在り方及び管理の主体について、どのように考える
か。特に、一元管理の利便性や課題についてはどうか。

3. 調査書や志願者本人記載資料の活用及び大学への
情報提供の在り方に関する事項 

●調査書の活用に当たっての留意点について、どのよう
に考えるか。

●その際、特に大規模大学における調査書の活用の課題
はどのようなものか。また、調査書の活用に係る高校
側の期待はどのようなものか。

●志願者本人記載資料の内容を合否判定の資料として活
用する場合の基本的な考え方について、どのように考
えるか。

●特に志願者が経済的な条件等に左右されず等しく多面
的な評価の機会を得ることができるような評価の手法
等について、どのように考えるか。

●受験生の学びや活動成果等のデータの集積や管理、個
人情報保護の在り方及び管理の主体について、どのよ
うに考えるか。特に、一元管理の利便性や課題につい
てはどうか。

●民間事業者ポートフォリオの入試での活用について、
どのように考えるか。

（文部科学省資料）
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立命館アジア太平洋大学

世界を変える人材育成入試として
探究的な学びの独自ツール「ロジカル・フラワー・チャート」
を活用した総合型選抜を導入

　立命館アジア太平洋大学（以下、APU）は、2000
年に大分県別府市に開学し、今年、開学20周年を迎
える。開学時には３つの50（留学生比率50％、世界
50カ国・地域からの留学生、外国人教員比率50％）
をほぼ達成したことで話題となった存在感のある大学
だ。現在、APUは2021年度入試に向けて入試改革
を進めている。その中心となるのは、探究的な学び
のための独自ツール、ロジカル・フラワー・チャート
を活用した「世界を変える人材育成入試～ロジカル・
フラワー・チャート入試～」だ。入試改革とその根底
にある理念などについて、アドミッションズ・オフィス
の入試改革担当 吉田知史氏にお話をうかがった。

世界92カ国・地域から集う留学生と
切磋琢磨できる学生を
さらに増やすための入試改革

　APUはアジア太平洋学部と国際経営学部で構成され、

日本語と英語が公用語となっており、学部講義のおよそ

90％は日英２言語で開講されている（大学院は全て英

語）。開学時に約50カ国・地域だった外国人留学生

（APUでは国際学生と呼称）の出身国・地域は、2019

年度は92となり、これまでにAPUが受け入れた国際学

生の国・地域数は、156にのぼる。かつては中国が最多

だったが、現在は韓国、インドネシア、中国、ベトナム、

タイの順に多い。吉田氏も「最近は、東南アジアからの

学生も多く、大変優秀です。また、欧米やアフリカなど

からの学生も増えています」と話し、APUの多文化環

境は開学20年でさらに進んでいる。

　こうしたさまざまな国・地域から来ている国際学生は、

英語資格試験のスコアも志願者のIELTSの平均スコアが

6.6と高い英語力を有する上に、学ぶ意欲と志が高いと

言う。「国際学生の中には、さまざまなハードルを乗り

越えて日本にやってきている学生もいます。卒業後は、

母国や国際社会に貢献したいと皆高い志を持って学んで

います。志が高くて、英語力があって、学力が高い、と

三拍子が揃っています」（吉田氏）

　この多文化環境の成果は、卒業時のアンケート結果か

らもわかる。卒業生が在学中に母国以外に平均して約

10カ国・地域出身の友人ができたと回答しており、こ

れは国際学生にとっても非常に魅力的な環境と言える。

　では、日本人学生（APUでは国内学生と呼称）の状

況はどうか。吉田氏は「APUは、地元大分県外から来

ている学生が全体の95％と、国内学生も全国から集ま

ってきており、多様性に富んでいます。既に海外経験が

あり、英語力がある学生から、行動力や課題意識の高い

学生まで大変幅が広く多様です」と話す。入学後の初年

次教育や学生同士が教え合うピア・ラーニングによって

ますます成長していくが、入試改革によってさらに

APUの特性に合った学生を得ることも必要だとの思い

がある。「優秀な国際学生としっかり議論ができて、切

磋琢磨できる国内学生をもっと育てていかないと世界の

中で日本が取り残されてしまうのではないかとの危機感

があります。APUの多文化環境を活かして、国内学生

と国際学生が議論し合うことで良い意味での化学反応を

起こして成長してもらいたいと願っています」（吉田氏）

と、今回の入試改革は単に高大接続改革への対応だけが

目的ではないことを強調する。

原則として国語と英語を必須化
一般選抜の一部では数学必須の方式も

　＜図＞に2021年度入試の概要をまとめたが、この入
試改革は2015年に策定された「APU2030ビジョン」

が全ての基盤となっている。このビジョンは、APUが

APU入試改革担当 吉田知史氏
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高大接続改革を追う

は、これらの資質・能力を問うことにしたのである。

　APUが求める人材に必要な資質・能力を、学力の３

要素（①知識・技能、②思考力・判断力・表現力、③主

体性を持って多様な人々と協働して学ぶ態度）で示して

みる。まずは、幅広い知識が求められている。「知識と

知識を関連づけることによって新たな発想が生まれてく

ると思います。幅広い知識を獲得するほど、思考力・判

断力・表現力も深まるのではないでしょうか」（吉田氏）

　そして、APUらしい主体性とは「他者との相互理解

に基づいて他者を巻き込みつつ、他者に貢献する態度」

としている。「APUでは寮の運営など多くのことを学生

同士が、先輩も後輩も含めて、皆を巻き込みながら相互

理解に基づいて進めています。APUでは相手のことを

理解しようとする姿勢がないと学生生活を送るのに苦労

します。学生同士の文化が全く異なるからです。多文化

協働とか異文化理解と言葉で言うのは簡単ですが、実際

は本当に大変です」（吉田氏）

　具体的には、国内学生対象の一般選抜における各教科

は、次のように位置づけられている。

　国語は、思考力の基本であり、すべての学びにおいて

深く考えるための基盤となる教科として重視されている。

「母語でしっかりと思考ができる力は大切です。英語力

が伸びる学生は、母語でしっかり思考できる」（吉田氏）。

次に国語を基盤とした英語力については、「英語は、語

彙力と文法力が身についていることが大切です。APU

で求められるのは単なる日常会話だけではなく、議論が

できる英語力です。自身の考えを論理的に相手に伝える

ことが重要です」（吉田氏）。そして、論理的に考えて相

手にわかるように説明するためには数学が重要となる。

めざす2030年の将来像を示すも

のとして、学生・保護者を含めた

大学関係者が議論して作り上げた

ステートメントである。そこでは

「APUで学んだ人たちが世界を変

える」ことが目標として掲げられ

ている。では、そうした人材には

どのような力が必要となるのだろ

うか。APUではそれを「基礎的

な資質・能力と自分の頭で考える

力」とし、具体的には、文章や情

報を正確に読み解く力や自分の考

えや意思を的確に表現し論理的に

説明する力、数理的思考力などを

しっかりと身につけることを重視

している。そこでこの入試改革で

　国語、英語、数学の3教科を前述のように位置づけた

上で、一般選抜の入試方式では原則として国語と英語を

必須とした。さらに、大学入学共通テスト（以下、共通

テスト）を利用する方式では、７科目型と５科目型で数

学Ⅰ・数学Ａを必須とした。なお、現時点で、2021年

度入試の配点と募集人数は公表されていないが、基本的

には現行の入試と大きく変える予定はないそうだ。

ロジカル・フラワー・チャートを活用した
「世界を変える人材育成入試」の導入

　今回のAPUの入試改革方針について、吉田氏は「こ

れまでの入試制度を大きく変更はしませんが、これまで

よりも先進性を持った入試を導入すること。加えて、高

校生の自分の頭で考える力を養い、高校教育に貢献でき

るような入試とすることの２つを軸に考えました」と話

す。その改革方針から導き出された入試が「世界を変え

る人材育成入試～ロジカル・フラワー・チャート入試～」

という総合型選抜である。まさに「APU2030ビジョン」

が掲げる目標を達成するための入試でもある。

　もともとロジカル・フラワー・チャート（以下、Ｆチ

ャート＜資料１＞）は、立命館大学教育開発推進機構の
所属であり立命館アジア太平洋大学アドミッションズ・

シニアフェローでもある薄井道正教授が思考ツールとし

て考案したものである。

　この入試は第１次選考と第２次選考の２段階で行われ、

Ｆチャートは第１次選考の筆記試験を解答するための思

考ツールである。受験生はＦチャートを活用して、自分

なりの「問い」を立て、自分なりの仮説を根拠づけるデー

＜図＞APUの2021年度入試（概要）

【総合型選抜】
・世界を変える人材育成入試
～ロジカル・フラワー・チャート入試～
（日本語基準）
ロジカル・フラワー・チャートを活用した
「探究的な学び」をもとに作成された解答内容
を、志望理由書等の出願書類とともに評価。
APUの多文化教育・生活環境やリソースを
積極的に活用し、学び成長することができ
るかを測るための面接を実施。
・総合評価入試
（日本語基準）
・活動実績アピール入試
（日本語基準、英語基準）
・国際バカロレア（IB）入試
（日本語基準、英語基準）
・海外就学経験者（帰国生）入試
（日本語基準、英語基準）

【大学入学共通テスト】
・英語外部資格試験スコア等保持者への
『外国語』の特例措置を実施

【個別試験】
・共通テスト方式の７科目型、５科目型で
「数学Ⅰ・数学A」を必須化
・一般選抜では、原則国語と英語を必須化

【学校推薦型選抜】（指定校推薦）
・調査書では、全体の学習成績の状況と
ともに、国語、英語、数学の各教科の
学習成績の状況も確認

・「数学Ⅰ」「数学A」を履修要件とする
・英語外部資格試験スコア等の評価または
プレゼンテーションや口頭試問等を実施
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タや情報を示して仮説を検証し、自分なりの答えを導く。

まさに高校での探究的な活動そのものである。この他に

志望理由書、調査書（英語・数学・国語と全体の学習成

績を評価）、英語外部資格試験スコア（任意提出）を出願

時に求める。世界を変える人材育成入試～ロジカル・フ

ラワー・チャート入試～について、吉田氏は「Ｆチャート

の活用を踏まえて、自分なりの『問い』と、その『問い』

に対する自分なりの考えを記述してもらいます。その中

では、自分とは異なる考えを持つ人にも理解できる表現

を意識してもらうことも大事だと思っています」と話す。

　また、「Ｆチャートの活用は、最初は難しいと感じる

かもしれませんが、繰り返し『問い』を立てる訓練をし

ていけば、むしろ『探究的な学び』が楽しくなります」

とも言う。実際の解答用紙と各設問の解答のポイントは、

ホームページに掲載されているので是非とも参照してほ

しい＜資料２＞。
　第２次選考は、面接を行い、主にAPUの多文化教育・

生活環境やリソースを積極的に活用し、学び成長するこ

とができるかという点を確認する。まだ募集人数は決ま

ってはいないが、丁寧な入試を行いたいという考えから、

最初は少人数でスタートし、その後少しずつ広げていく

ことを想定している。

　このＦチャートも、活用のための手順とともにホーム

ページ上で公開されている。吉田氏は「公開すると入試対

策に使われるという意見もありましたが、全国の高校生

がこの思考ツールを使って、自分の頭で考え、高校での

探究的な学びが深化すれば、むしろそれは歓迎すべきこ

とではないでしょうか」と、入試改革の方針通り、高校

教育に貢献することもこの

入試の目標の一つだと言う。

高校での探究的な
学びと大学入試と
大学での初年次教育の
3つが全てつながる
入試制度設計

　APUの初年次教育は、

APUで学習を進めていく

ために必要な基礎的な知識

や手法を、講義およびワー

クショップを通じて身につ

けていくもので、その中で、

今後Ｆチャートも重要な役

割を果たしていくよう取り

組みを始めている。吉田氏

は「Ｆチャートを活用して

身につけた思考力は、入試

が終わっても無駄にはなり

ません。なぜなら大学での

学びは、課題を見つけ、思

考し、最適解を導き出すと

いう探究力が求められます。

ですから、高校でもＦチャ

ートを活用した教育を実践

していただければ、まさに

高校教育と大学入試と大学

教育の3つが接続するとい

う高大接続の一体的改革に

＜資料１＞探究のためのロジカル・フラワー・チャートの例（ウェゲナーの大陸移動説）

（考案：立命館大学・立命館アジア太平洋大学　薄井道正教授）
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資するものになります」と高校

現場への期待を語った。そのた

め、高校からの依頼があれば、

可能な範囲で探究的な学びの必

要性、重要性についての説明や

活用方法についての講演も行っ

ている。その際、特に強調して

いるのは、いかに自分なりの「問

い」を立てるかがポイントだと

いうことだ。「これまでの学校

教育では、『問い』を立てると

いう訓練をしてきていないこと

が一般的です。探究的な学びに

おいては、自分なりの『問い』

を立てられるかどうかが最も重

要です。Ｆチャートは、『問い』

を立てるという訓練を手助けす

るものでもあります」（吉田氏）

　Ｆチャートを活用するための

ハンドブック「『探究』と『議論

（論述）』の技法－Ｆチャートを

活用するために－」では、「問

い」の立て方や立てた「問い」

を吟味する指標、チャートにあ

る各ステップを進めるための詳

しい解説がされている。

　ただ、このような型にはまっ

た思考パターンを身につけさせ

ることの是非についての指摘も

あった。こうした指摘に対して

は「スポーツでもそうですが、

まずは基本の型をきちんと身に

つけた上で、自分なりのスタイ

ルが生まれてくるのではないで

的な探究の時間だけではなく教科学習で活用いただけれ

ば、高校生の学びが一層深まり、主体的・対話的で深い

学びの実現にも資すると考えています」（吉田氏）と期

待を寄せている。

　吉田氏は「世界を変える人材育成入試～ロジカル・フ

ラワー・チャート入試～の導入は、これからの予測困難

な時代を生き抜くためには、探究的な学びが必要かつ重

要になるという私たちからのメッセージです。いずれは、

こうした入試が当たり前となる日が来るでしょう」と力

強く話を結んだ。

しょうか。何もないところから、いきなり探究的に考え

ろと言われても、子供たちはどのように考え進めればよ

いかわからないと思います。私たちは基本の型を提示し

ていますので、これを最初のステップとして身につけて、

その後は自分なりの型で取り組んでいただければ良いと

考えています」（吉田氏）と話す。

　また、Ｆチャートの①～⑤を生徒が各自で取り組み、

⑥反論と⑦反駁の部分をグループワークで議論し、⑧で

より確かな答えを発表するようにすればアクティブラー

ニングのツールとしても活用できるとも言う。「高校で

基本的な思考ツールとして活用いただき、いずれは総合

＜資料２＞世界を変える人材育成入試～ロジカル・フラワー・チャート入試～
　　　　　（解答のポイント）

紙面の都合で掲載できなかったが、解答のポイントには設問５があり、“５．設問１～４で作成した「問い」、
「問い」の価値、自分なりの答え（仮説）、必要な情報や調査等を踏まえ、論文を作成するとした場合の計画
書（論文・レポートで序論にあたる文章）を作成しなさい。＜400字～ 800字以内＞”の解答のポイント
も記載されている。APUのホームページに掲載されているので、ご参照ください。
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